
令和７年度（2025年度）実施 幼児教育実態調査結果の概要について(公表資料)

１ 調査目的
幼児教育施設における幼児教育の更なる充実に向けた取組を進めるため、本道における幼児教育

の現状を把握し、今後の施策の検討に資することを目的とする。

２ 調査対象（政令指定都市を除く。）
(1) 市町村
(2) 幼児教育施設(幼稚園、幼稚園型認定こども園、幼保連携型認定こども園、保育所型認定こども園、
地方裁量型認定こども園、保育所(認可保育所のみ)。)

３ 回答状況
(1) 市 町 村:178市町村
(2) 幼児教育施設:647施設(施設類型等別の内訳は次表のとおり)

４ 調査実施時期
令和７年12月上旬～令和８年３月下旬

５ 調査方法
Ｗｅｂ回答

６ 調査内容

７ その他
本調査はこれまで、文部科学省幼児教育実態調査（以下「国調査」という。）と一体的な実施を図っ

てきたが、令和７年度から国調査にＷｅｂ調査システムが導入されたことに伴い、道調査を個別に実施
したことにより、本年度の調査設問を簡素化した。

幼稚園
認定こども園

保育所 合計
幼稚園型 幼保連携型 保育所型 地方裁量型

公 私 公 私 公 私 公 私 公 私 公 私
647

20 103 4 83 20 140 28 42 0 1 111 95

令和８年５月 北 海 道 教 育 庁 学 校 教 育 局
義務教育課幼児教育推進センター
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対象 調査事項 調査年度

市町村 (1) 幼小接続の状況
幼小連携・接続の取組状況

令和６年度

幼児
教育施設

(1) 園外研修への参加状況

(2) 園内研修の実施状況

(3) 園内研修の内容、実施頻度

(4) 小学校教育との連携・接続の取組状況



(1)
幼児教育と小学校教育の連携・接続の状況
・幼小連携・接続の取組状況

回 答 数 178市町村

調査年度 令和６年度

【 調 査 内 容 】
・市町村における幼児教育施設の教育・保育と小学校教育との連携・接続の取組状況について調査。
・「幼小連携・接続チェックシート (令和３年１月版) 」の項目などから、取組を行ったものを選択

して回答(複数回答)。

【 調査結果の概要 】
・市町村が実施した幼小連携・接続の取組をみると、「情報共有」、「幼児・児童の交流」74.7％が
最も高く、次いで「引継ぎ内容」73.0％、「引継ぎの場面」68.5％となっている。

また、「幼児教育施設と小学校等及び市町村をつなげる会議体を設定している」市町村は、全体の
42.1％となっている。

<資料>幼小連携・接続の取組状況

a 幼児教育の振興のために市町村で実施した取組

b 域内の幼児教育施設と小学校等及び市町村（首長部局・教育委員会）の連携内容

項目 令和６年度

情報共有

広報誌等で周知、園だよりや行事予定など幼児教育施設・小学校間の情報共有を行っている
74.7%

幼児・児童の交流

交流の機会や合同の取組などの実施を促進している
74.7%

保育者・教職員の交流

参観や交流活動の実施を促進している
68.0%

引継ぎ内容

幼児教育施設や小学校及び関係施設の情報共有が円滑に行えるようサポート、個別の教育支援計

画に準ずる内容の引継ぎを促進している

73.0%

引継ぎ方法

市町村独自の資料や引継ぎ項目の作成などを工夫をしている
59.6%

引継ぎの主体

小学校等が入学する幼児が所属する全ての幼児教育施設と引継ぎができるようサポートしている
61.2%

引継ぎの場面

域内の幼児教育施設と小学校等の担当者が集まり、引継ぎを行う場の設定・サポートをしている
68.5%

共通理解

幼児教育施設及び小学校等における「幼児期の終わりまでに育ってほしい10の姿」の理解を促進

している、双方の教育・保育内容、教育・保育方針の理解を促進している

59.0%

編成・実施・評価・改善

スタートカリキュラムに参画したり実践の場を参観したりしている、幼児教育施設の意見を取り

入れたスタートカリキュラムが編成されるようサポートをしている

50.0%

５歳児から小学校１年生を対象とした架け橋期のカリキュラム

架け橋期のカリキュラム作成に向けて、関係部局との情報共有、合同会議や合同研修会を実施し

ている、域内の幼児教育施設と小学校が協働して架け橋期のカリキュラムを作成している

38.2%

８ 市町村あての調査結果
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項目 令和６年度

幼児教育施設と小学校等及び市町村をつなげる会議体を設定している 42.1%

会議体は設置していないが、幼小連携・接続の方向性について共有する機会を設定し

ている

例)幼児教育施設及び小学校の職員を対象に幼小連携・接続に向けた研修を実施

41.6%



９ 幼児教育施設あての調査結果

(2) 園内研修の実施状況
回 答 数 647施設

調査年度 令和６年度

【 調 査 内 容 】
・幼児教育施設における園内研修の実施状況(年間の実施回数)について調査。

【 調査結果の概要 】
・園内研修を実施した幼児教育施設は全体の90.0％であり、前年より4.1ポイントの減少となっている。
・年間の実施回数をみると、「３回」10.5％が最も高く、次いで「０回」10.0％、「６回」9.7％ の

順となっている。

<資料>園内研修の年間実施回数

(1) 園外研修への参加状況
回 答 数 （参加者数を集計）

調査年度 令和６年度

【 内 容 】
・幼児教育施設の保育者等の道・道教委が主催する研修(園外研修)への参加状況(年間延べ参加人数)。

【 概 要 】
・令和６年度に、道・道教委が主催する研修に参加した幼児教育施設の保育者等は、年間延べ1,109人
で、前年から32人増加した。

<資料>道・道教委が主催する研修(園外研修)の参加状況 ※年間延べ参加人数

＊Ⅰ期・Ⅱ期・集合研修の延べ参加人数を合算

令和５年度(参考) 令和６年度

幼児教育初任保育者研修(＊Ⅰ期・Ⅱ期・集合研修)
人

381

人

412

幼児教育中堅保育者資質向上研修(＊Ⅰ期・Ⅱ期) 173 152

幼児教育施設長研修(＊Ⅰ期・Ⅱ期) 88 110

幼児教育の質の向上に関する研究協議会 67 95

幼児教育課題研修 118 56

幼小連携・接続担当者研修 198 240

園内研修リーダー育成講座 52 44

計 1,077 1,109

０回 １回 ２回 ３回 ４回 ５回 ６回 7回 ８回 ９回 10回

令 和 ６ 年 度 10.0% 7.9% 8.8% 10.5% 5.7% 6.8% 9.7% 3.4% 2.5% 2.5% 5.1%

令和５年度(参考) 5.9% 6.9% 12.2% 8.7% 7.0% 7.0% 7.4% 2.8% 4.6% 2.6% 5.5%

11回 12回 13回 14回 15回 16回 17回 18回 19回 20回以上

令 和 ６ 年 度 1.4% 8.3% 2.2% 1.2% 2.3% 0.9% 0.8% 1.2% 0.0% 8.7%

令和５年度(参考) 1.9% 9.9% 1.6% 1.6% 2.0% 1.3% 0.8% 0.8% 0.1% 9.4%
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(幼児教育施設あての調査結果)

(3) 園内研修の内容、実施頻度
回 答 数 582施設

調査年度 令和６年度

【 調 査 内 容 】
・幼児教育施設における園内研修の内容別の実施頻度について調査。

【 調査結果の概要 】
・幼児教育施設で実施された園内研修の内容別の実施頻度をみると、「保育を振り返りながらの協

議」93.3％が最も高く、次いで「外部講師による講義や実践講習」72.2％、「自施設の園長や主任
等による講話や実践講習」64.3％、「研究保育」56.4%の順となっている。

<資料>園内研修の内容別の実施頻度 ※(  )内は令和５年度の状況(参考)
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実施している
実 施
し て
いない

週 に
２ 回
以 上

週 に
１ 回
程 度

月 に
１～２回
程 度

年 に
数 回
程 度

計

外部講師による講義や実践講習
0.0%

(1.0%)
0.0%

(2.2%)
4.5%

(2.8%)
67.7%

(59.6%)
72.2%

(65.6%)
27.8%

(34.4%)

自施設の園長や 主任等による
講 話 や 実 践 講 習

1.0%
(1.0%)

1.0%
(2.4%)

13.4%
(11.2%)

48.8%
(45.2%)

64.3%
(59.8%)

35.7%
(40.2%)

研 究 保 育
( 相 互 に 保 育 を 見 合 う )

0.9%
(1.0%)

0.9%
(1.5%)

10.1%
(8.7%)

44.5%
(38.3%)

56.4%
(49.5%)

43.6%
(50.5%)

保育を振り返り ながらの協議
6.0%

(4.4%)
10.1%
(7.8%)

36.6%
(30.3%)

40.5%
(40.8%)

93.3%
(83.3%)

6.7%
(16.7%)

そ の 他 防犯・防災、救急、アレルギー対応、特別支援、感染症予防の講習等

(4) 小学校教育との連携・接続の取組状況
回 答 数 647施設

調査年度 令和６年度

【 調 査 内 容 】
・幼児教育施設における小学校教育との連携・接続の取組状況について調査。

【 調査結果の概要 】
・幼児教育施設における幼小連携・接続の取組の内容(複数回答)をみると、「引継ぎ場面」96.9％が
最も高く、次いで「引継ぎの主体」95.7％、「引継ぎ内容」91.3％、「幼児・児童の交流」79.8％の
順となっている。

<資料>幼児教育施設における小学校教育との連携・接続の取組状況

a

情報等の共有

□小学校に園だよりや行事予定表、保育方針等を情報提供している。

（例：園だより等をクラウドに保存して共有、小学校等と交流に係る日程調整用のファイルを共同編集等）

66.2%

ｂ
幼児・児童の交流

□園行事への招待や合同事業の実施により、幼児・児童の交流機会を確保している。
79.8%

ｃ

保育者・教職員の交流

□小学校の授業参観や、合同研修などにより保育者と教職員の交流機会を確保している。

（例：オンラインミーティングツールを活用した打ち合わせや合同研修会を実施、指導案等の共同編集等）

70.8%

ｄ
引継ぎ内容

□「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」を視点として、引継ぎを行っている。
91.3%

ｅ
引継ぎの主体

□主任や担任などが組織的に引継ぎをしている。
95.7%

f
引継ぎ場面
□要録だけでなく対面及び電話活用等により丁寧な引継ぎを行っている。

□授業参観など年間を通じた効果的な引継ぎの機会を設定している。

96.9%

g
共通理解

□小学校の児童の発達・特性を理解する機会を設定している。
47.9%

h
編成・実施・評価・改善についての取組
□小学校と合同でスタートカリキュラムを作成している。又は小学校へ助言を行っている。
□会議等で内容について協議し、評価・改善を行っている。

38.2%

i

５歳児から小学校１年生を対象とした架け橋期のカリキュラムについての取組

□市町村等が主催する架け橋期のカリキュラム作成に向けた会議や研修会に参加している。

□域内の小学校と協働して架け橋期のカリキュラムを作成している。

49.9%


